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入 札 公 告 

 

 

 

次 の と お り 一 般 競 争 入 札 に 付 し ま す 。 

 

 

令 和  ８ 年  ８ 月  ７ 日  

 

 

                        国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構  

                           水 産 資 源 研 究 所 管 理 部 門 塩 釜 拠 点 長  宮 田  勉  

 

 

１ ． 工 事 概 要 

 

（ １ ） 工 事 名    塩 釜 庁 舎 電 話 設 備 改 修 工 事  

 

（ ２ ） 工 事 場 所    入 札 説 明 書 に よ る 。  

 

（ ３ ） 工 事 内 容    入 札 説 明 書 に よ る 。  

 

（ ４ ） 履 行 期 限    令 和  ８ 年 １ ０ 月 ３ ０ 日  

 

（ ５ ） 入 札 方 法     落 札 決 定 に 当 た っ て は 、 入 札 書 に 記 載 さ れ た 金 額 に 当 該  

金 額 の １ ０ ０ 分 の １ ０ に 相 当 す る 額 を 加 算 し た 金 額 （ 当 該  

金 額 に １ 円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 そ の 端 数 金 額 を 切 り  

捨 て た 金 額 ） を も っ て 落 札 価 格 と す る の で 、 入 札 者 は 、 消  

費 税 及 び 地 方 消 費 税 に 係 る 課 税 事 業 者 で あ る か 免 税 事 業 者  

で あ る か を 問 わ ず 、 見 積 も っ た 契 約 希 望 金 額 の １ １ ０ 分 の  

１ ０ ０ に 相 当 す る 金 額 を 入 札 書 に 記 載 す る こ と 。  

 

 

２ ． 競 争 参 加 資 格 

 

（ １ ） 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 契 約 事 務 取 扱 規 程 （ 平 成 １ ３ 年 ４ 月 １ 日 付 け １  

３ 水 研 第 ６ ５ 号 ） 第 １ ２ 条 第 １ 項 及 び 第 １ ３ 条 の 規 定 に 該 当 し な い 者 で あ る こ と 。  

 

（ ２ ） 令 和 ７ ・ ８ 年 度 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 競 争 参 加 資 格 又 は 農 林 水 産 省 大 臣

官 房 予 算 課 競 争 参 加 資 格 の ｢ 建 設 工 事 ｣ の 業 種 ｢ 電 気 通 信 工 事 ｣ の 有 資 格 者 で あ る こ と 。  

 

（ ３ ） 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 理 事 長 か ら 建 設 工 事 契 約 指 名 停 止 措 置 要 領 に 基 づ

く 指 名 停 止 を 受 け て い る 期 間 中 で な い こ と 。  

た だ し 、 農 林 水 産 省 大 臣 官 房 予 算 課 競 争 参 加 資 格 に 格 付 け さ れ て い る 者 で あ る 場 合 は 、 農

林 水 産 省 大 臣 官 房 予 算 課 の 同 様 の 指 名 停 止 措 置 要 領 に 基 づ く 指 名 停 止 を 受 け て い る 期 間 中 で

な い こ と 。  

 

（ ４ ） 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ３ 年 法 律 第 ７ ７ 号 ） 第 ３ ２ 条  

第 １ 項 各 号 に 掲 げ る 者 で な い こ と 。  

 

３ ． 入 札 説 明 書 等 の 交 付 方 法       競 争 参 加 希 望 者 は 、 以 下 に よ り 入 札 説 明 書 等 （ 入 札

説 明 書 、 入 札 心 得 書 、 契 約 書 案 、 入 札 書 様 式 、 委 任

状 様 式 等 ） の 交 付 を 受 け る こ と 。  

                                   ① 直 接 交 付  

宮 城 県 塩 釜 市 新 浜 町 ３ － ２ ７ － ５  

国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構  

水 産 資 源 研 究 所 管 理 部 門 塩 釜 拠 点 管 理 チ ー ム  

電  話  ０ ２ ２ － ３ ６ ５ － ７ ５ ９ ４  

Ｆ Ａ Ｘ  ０ ２ ２ － ３ ６ ７ － １ ２ ５ ０  

② 宅 配 便 着 払 い に よ る 交 付  

任 意 書 式 に 「 塩 釜 庁 舎 電 話 設 備 改 修 工 事 入 札 説 明 書

宅 配 便 に て 希 望 」 と 記 入 し 、 社 名 、 担 当 者 名 、 住

所 、 電 話 番 号 を 記 載 の う え 、 上 記 ① あ て Ｆ Ａ Ｘ 送 信

す る こ と 。  

③ メ ー ル に よ る 交 付  

任 意 書 式 に 「 塩 釜 庁 舎 電 話 設 備 改 修 工 事 入 札 説 明 書

メ ー ル に て 希 望 」 と 記 入 し 、 社 名 、 担 当 者 名 、 メ ー

ル ア ド レ ス 、 電 話 番 号 を 記 載 の う え 、 上 記 ① あ て Ｆ

Ａ Ｘ 送 信 す る こ と 。  

 

４ ． 入 札 説 明 会 の 日 時 及 び 場 所 等    仕 様 書 等 に 関 し 質 疑 が あ る 場 合 に は 、 令 和  ８ 年  ８

月 ２ １ 日 ま で に 上 記 ３ ． あ て に メ ー ル （ ア ド レ ス は 入 札

説 明 書 に 記 載 ） 又 は フ ァ ッ ク ス に て 質 疑 を 行 う こ と 。 当

日 ま で の 質 疑 を 取 り ま と め 、 回 答 は 入 札 説 明 書 受 領 者 全

員 に 対 し て 行 う と と も に 当 機 構 の ホ ー ム ペ ー ジ に て 公 表

す る こ と に よ り 入 札 説 明 会 に 代 え る 。  

                  な お 、 当 該 日 以 降 に 質 疑 が 発 生 し た 場 合 も 随 時 受 け 付
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け 、 同 様 に 対 応 す る 。  

                  た だ し 、 質 疑 内 容 に 個 人 に 関 す る 情 報 で あ っ て 特 定 の

個 人 を 識 別 し 得 る 記 述 が あ る 場 合 及 び 法 人 等 の 財 産 権 等

を 侵 害 す る お そ れ の あ る 記 述 が あ る 場 合 に は 、 当 該 箇 所

を 伏 せ 又 は 当 該 質 疑 を 公 表 せ ず 、 質 疑 者 の み に 回 答 す る

こ と が あ る 。  

 

５ ． 入 札 の 日 時 及 び 場 所 等    

 

（ １ ） 入 札 の 日 時 及 び 場 所           令 和  ８ 年  ８ 月 ２ ８ 日  １ ４ 時 ０ ０ 分  

宮 城 県 塩 釜 市 新 浜 町 ３ － ２ ７ － ５  

国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 塩 釜 庁 舎  会 議 室   

 

（ ２ ） 郵 便 に よ る 入 札 書 の           令 和  ８ 年  ８ 月 ２ ８ 日  １ ２ 時 ０ ０ 分  

           受 領 期 限 及 び 提 出 場 所        ３ ． ① に 同 じ 。  

 

 

６ ． そ  の  他  

 

（ １ ） 契 約 手 続 き に お い て  

使 用 す る 言 語 及 び 通 貨        日 本 語 及 び 日 本 国 通 貨 。  

 

（ ２ ） 入 札 保 証 金      免  除 。  

 

（ ３ ） 契 約 保 証 金       契 約 金 額 の １ ０ 分 の １ 以 上 の 契 約 保 証 金 を 納 付 す る 。  

た だ し 、 履 行 保 証 保 険 契 約 又 は 工 事 履 行 保 証 契 約 の 締 結

を 行 う 場 合 は こ の 限 り で は な い 。  

 

（ ４ ） 入 札 の 無 効      本 公 告 に 示 し た 競 争 参 加 資 格 の な い 者 の 提 出 し た 入 札  

書 及 び 入 札 に 関 す る 条 件 に 違 反 し た 入 札 書 は 無 効 と す る 。  

 

（ ５ ） 契 約 書 作 成 の 要 否        要 。  

 

（ ６ ） 落 札 者 の 決 定 方 法          予 定 価 格 の 制 限 の 範 囲 内 で 最 低 価 格 を も っ て 有 効 な 入

札 を 行 っ た 入 札 者 を 落 札 者 と す る 。  

 

（ ７ ） 競 争 参 加 者 は 、 入 札 の 際 に 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 の 資 格 審 査 結 果 通 知  

書 写 し 又 は 農 林 水 産 省 大 臣 官 房 予 算 課 の 資 格 審 査 結 果 通 知 書 写 し を 提 出 す る こ と 。  

 

（ ８ ） 詳 細 は 入 札 説 明 書 に よ る 。  

 

７ ． 契 約 に 係 る 情 報 の 公 表  

 

（ １ ） 公 表 の 対 象 と な る 契 約 先  

次 の ① 及 び ② い ず れ に も 該 当 す る 契 約 先  

①  当 機 構 に お い て 役 員 を 経 験 し た 者 （ 役 員 経 験 者 ） が 再 就 職 し て い る こ と 又 は 課 長

相 当 職 以 上 の 職 を 経 験 し た 者 （ 課 長 相 当 職 以 上 経 験 者 ） が 役 員 、 顧 問 等
※ 注 １  

と し

て 再 就 職 し て い る こ と  

②  当 機 構 と の 間 の 取 引 高 が 、 総 売 上 高 又 は 事 業 収 入 の ３ 分 の １ 以 上 を 占 め て い る こ

と
※ 注 ２

 

な お 、 「 当 機 構 」 と は 、 改 称 前 の 独 立 行 政 法 人 水 産 総 合 研 究 セ ン タ ー 及 び 国 立 研 究 開

発 法 人 水 産 総 合 研 究 セ ン タ ー 、 統 合 前 の 独 立 行 政 法 人 水 産 大 学 校 を 含 み ま す 。  

※ 注 １   「 役 員 、 顧 問 等 」 に は 、 役 員 、 顧 問 の ほ か 、 相 談 役 そ の 他 い か な る 名 称 を 有 す

る 者 で あ る か を 問 わ ず 、 経 営 や 業 務 運 営 に つ い て 、 助 言 す る こ と 等 に よ り 影 響 力

を 与 え る と 認 め ら れ る 者 を 含 む 。  

※ 注 ２   総 売 上 高 又 は 事 業 収 入 の 額 は 、 当 該 契 約 の 締 結 日 に お け る 直 近 の 財 務 諸 表 に 掲

げ ら れ た 額 に よ る こ と と し 、 取 引 高 は 当 該 財 務 諸 表 の 対 象 事 業 年 度 に お け る 取 引

の 実 績 に よ る 。  

 

（ ２ ） 公 表 す る 情 報  

上 記 （ １ ） に 該 当 す る 契 約 先 に つ い て 、 契 約 ご と に 、 物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量 、 契

約 締 結 日 、 契 約 先 の 名 称 、 契 約 金 額 等 と 併 せ 、 次 に 掲 げ る 情 報 を 公 表 す る 。  

①  当 機 構 の 役 員 経 験 者 及 び 課 長 相 当 職 以 上 経 験 者 （ 当 機 構 Ｏ Ｂ ） の 人 数 、 職 名 及 び

当 機 構 に お け る 最 終 職 名  

②  当 機 構 と の 間 の 取 引 高  

③  総 売 上 高 又 は 事 業 収 入 に 占 め る 当 機 構 と の 間 の 取 引 高 の 割 合 が 、 次 の 区 分 の い ず

れ か に 該 当 す る 旨  

３ 分 の １ 以 上 ２ 分 の １ 未 満 、 ２ 分 の １ 以 上 ３ 分 の ２ 未 満 又 は ３ 分 の ２ 以 上  

④  一 者 応 札 又 は 一 者 応 募 で あ る 場 合 は そ の 旨  

 

（ ３ ） 当 機 構 に 提 供 し て い た だ く 情 報  

①  契 約 締 結 日 時 点 で 在 職 し て い る 当 機 構 Ｏ Ｂ に 係 る 情 報 （ 人 数 、 現 在 の 職 名 及 び 当

機 構 に お け る 最 終 職 名 等 ）  

②  直 近 の 事 業 年 度 に お け る 総 売 上 高 又 は 事 業 収 入 及 び 当 機 構 と の 間 の 取 引 高  

 

（ ４ ） 公 表 日  
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契 約 締 結 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 原 則 と し て ７ ２ 日 以 内 （ ４ 月 に 締 結 し た 契 約 に つ い て

は 原 則 と し て ９ ３ 日 以 内 ）  

 

（ ５ ） そ の 他  

当 機 構 ホ ー ム ペ ー ジ （ 契 約 に 関 す る 情 報 ） に 「 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構

が 行 う 契 約 に 係 る 情 報 の 公 表 に つ い て 」 が 掲 載 さ れ て い る の で ご 確 認 い た だ く と と も

に 、 所 要 の 情 報 の 当 機 構 へ の 提 供 及 び 情 報 の 公 表 に 同 意 の 上 で 、 応 札 若 し く は 応 募 又 は

契 約 の 締 結 を 行 っ て い た だ く よ う ご 理 解 と ご 協 力 を お 願 い い た し ま す 。  

な お 、 応 札 若 し く は 応 募 又 は 契 約 の 締 結 を も っ て 同 意 さ れ た も の と み な さ せ て い た だ

き ま す の で 、 ご 了 知 願 い ま す 。  

 

８ ． 公 的 研 究 費 の 不 正 防 止 に か か る 「 誓 約 書 」 の 提 出 に つ い て  

 

当 機 構 で は 、 国 よ り 示 さ れ た 「 研 究 機 関 に お け る 公 的 研 究 費 の 管 理 ・ 監 査 の ガ イ ド ラ イ ン

（ 実 施 基 準 ） 」 （ 平 成 １ ９ 年 ２ 月 １ ５ 日 文 部 科 学 大 臣 決 定 ） に 沿 っ て 、 公 的 研 究 費 の 契 約 等

に お け る 不 正 防 止 の 取 り 組 み を 行 っ て お り 、 取 り 組 み の ひ と つ と し て 、 取 引 先 の 皆 様 に 「 国

立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 と の 契 約 等 に あ た っ て の 注 意 事 項 」 （ U R L ： h t t p s : / / w w w .

f r a . g o . j p / h o m e / k e i y a k u / f i l e s / p l e d g e _ r e q u e s t n o t e _ c o n t r a c t 2 . p d f ） を ご 理 解 い た だ き 、 一

定 金 額 以 上 の 契 約 に 際 し て 、 当 該 注 意 事 項 を 遵 守 す る 旨 の 「 誓 約 書 」 の 提 出 を お 願 い し て い

ま す 。  

公 的 研 究 費 の 不 正 防 止 関 係 書 類 （ ① 公 的 研 究 費 の 不 正 防 止 に か か る 「 誓 約 書 」 の 提 出 に つ

い て 、 ② 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 と の 契 約 等 に あ た っ て の 注 意 事 項 、 ③ 誓 約

書 ） は 、 入 札 説 明 書 に 添 付 し ま す の で 、 契 約 相 手 方 と な っ た 場 合 は 、 誓 約 書 の 提 出 を お 願 い

し ま す 。  

な お 、 当 機 構 の 本 部 、 研 究 所 、 開 発 調 査 セ ン タ ー 、 水 産 大 学 校 い ず れ か １ 箇 所 に １ 回 提 出

し て い た だ け れ ば 、 当 機 構 内 の 次 回 以 降 の 契 約 で は 再 提 出 す る 必 要 は あ り ま せ ん 。  



１．
⑩機材の品質等
[1.4.2]

２．
⑪養　生
〔1.7.1～3〕

３．

４．

番号 種別 数量 単位 備考

1 改修 １ 式 ７． 共通工事

(１)共通事項

①停電作業
　[2.1.1]

(２)仮設工事

５． から 迄

６． [　]内表示番号は公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）の当該項目を示す。
②工事用電力等
〔2.2.4〕

８． 塩釜庁舎電話設備改修工事

　

９．

１０．

日付

⑦施工条件
　[1.3.3]

・施工可能時間帯　⦿指定なし　※図示
⦿工程、公害、安全対策、仮設備、建設副産物関係等　※図示
　行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）に定める行政機関の休日に施工を行う必要
がある場合は、あらかじめ監督職員の承認を受けるものとする。

⑨環境への配慮
〔1.4.1〕

　国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律(平成12年法律第100号(グリーン購入法))
に定めるところにより、環境負荷を低減できる機器及び材料を選択するよう努める。

⑥電気保安技術者
[1.3.2]

　工事現場に電気保安技術者を配置する。（・適用する　⦿適用しない）

　①電話交換機　１式
　②多機能電話機（30ボタン）　　　　　　　　　５０台
　③アナログ停電対応多機能電話機（30ボタン）　　６台
　④壁掛け多機能電話機（30ボタン）　　　　　　　９台

国立研究開発法人　水産研究・教育機構

工事名： 塩釜庁舎電話設備改修工事

動作試験

　機器の更新及び各種設定が終わった後、当所監督職員立会の上動作試験を行い監督職員の承認を受けること。なお、試
験記録等は整理し監督職員へ提出すること。

撤去

契約締結日翌日
足場、仮囲等は、労働安全衛生法、建築基準法、建設工事公衆災害防止対策要綱その他関係法
令等に基づき適切な材料及び構造のものとする。

　本工事に使用する機材等は、設計図書に定める品質及び性能を有するもの又は同等のものと
する。ただし、同等品を使用する場合は、監督職員の承諾を受ける。

施工に際しては、シート等による必要な養生を行うものとする。

（１）共通仕様

　図面及び特記仕様に記載されていない事項については、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の公共建築改修工
事標準仕様書（電気設備工事編）及び公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）の最新版による。

本工事で設置する。

　庁舎内に設置されている既存の設備について撤去すること。
　①電話交換機主装置（主装置バッテリー込）　　　　１式
　②多機能電話機（うち壁掛け多機能電話機４台）　６１台
　③アナログ停電対応多機能電話機          　　　　６台

⦿当該工事により発生したガラ等の発生材は場外へ搬出し、関係法令等により適切に処分する
ものとする。産業廃棄物管理表（マニフェスト）を監督職員に提出する。
⦿引渡しを要するもの。（⦿無し　・あり）

摘要

庁舎ほか

⦿本工事に必要な工事用電力及び工事用水は、構内既存施設を利用することができるものとす
る｡(・有償　⦿無償）

（２）総則他、一般事項の抜粋　　特記事項は、⦿印のついたものを適用する。⦿印のつかないものは※印を適用する。

⑫ 発生材の処理等
　[1.9.1]

工事種目
⑬　完成図書
　[1.11.1～3]

・完成図（⦿作成する　・作成しない）
・工事写真及び完成図書等を作成し、２部提出するものとする。
・電子納品（・適用する⦿適用しない）

令和　８年度　　電気設備改修工事　仕様書

工 事 名 塩釜庁舎電話設備改修工事

工事場所
宮城県塩釜市新浜町３－２７－５
国立研究開発法人水産研究・教育機構　塩釜庁舎

名称

工事概要

①官公署その他へ
の届出手続き等
〔1.1.3〕

⑧後片付け
〔1.3.11〕

工事完了後は施工場所並びに建物周辺部等における後片付け、清掃を行うものとする。

令和　８年１０月３０日

　本工事は、塩釜庁舎の電話設備について交換部品の供給が停止しており、不具合が発生した際に
復旧することができない状態であるため、電話設備の更新を行うことで施設を適切に維持管理する
ことを目的とする。

電話設備

④施工図等
　〔1.2.3〕

一般事項

工期

⑤関係法令の遵守
〔1.1.13〕

　電気設備技術基準、同基準解釈、その他関係法規及び電力会社、電気通信事業者（NTT等）の
内規を遵守し、工事の円滑な進行を図る。

③実施工程表
〔1.2.1〕

　工事の着手に先立ち、実施工程表を作成し、監督職員の承諾を受けるものとする。

　本仕様書は工事の概要を示したものであり、本工事を施工するにあたり、工事内容に明示され
ていない工事（建築工事及び機械設備並びに電気設備等）が発生した場合は、監督職員との協議
による。なお、軽微なものについては、1.2.4「工事の記録」(a)による。

②疑義に対する協
議等〔1.1.8〕

　工事の施工に先立ち、施工図等を作成し、監督職員の承諾を受けるものとする。但し、あらか
じめ監督職員の了承を得た場合はこの限りではない。

上記８．１）で撤去した既設の機器については法令に従い、適切に場外処分を行うこと。

１）既存設備撤去工事

２）下記に示す機器の更新を行うこと。なお、各機器の規格については別紙更新機器詳細を参照とすること。また、構内
配線は既存設備を流用することとするが、既存配線で通信に不具合がある場合は配線の更新及び配線整理を行うこと。　工事の着手、施工、完成等にあたり、関係官公署その他の関係機関への必要な届出や手続等に

ついては、遅滞なく行う。なお、届出や手続等にかかる費用は受注者の負担とする。

①足　場
　[2.2.2]

３）外線番号、内線番号及び短縮ダイヤル等の設定を行うこと。なお、各設定や停電対応多機能電話機、壁掛け多機能電
話機の設置場所については当所担当職員の指示に従うこと。

事前に、停電計画、仮設備電源計画、作業手順、安全対策等を作成し、協議すること。



別紙　更新機器詳細

①電話交換機 １式

○基本仕様

○回線容量

局線

内線

○サービス機能

項目 規格・内容

通話路方式 時分割交換方式

制御方式 蓄積プログラム制御方式

制御装置 32 ビットマイクロプロセッサ

冗長構成 シングル構成

中継方式
一般着信、外線別個別着信（DIL），ダイヤルイン，着サブアドレスダイヤル
イン，発アドレスダイヤルイン，追加番号ダイヤルイン

主電源 ＡＣ100±10Ｖ 50/60Hz

電源装置 停電対応保証3時間

線路条件
・アナログ内線 線径φ0.5 時、線路長 500 m (2W)（電話機抵抗含む）
・デジタル内線 線径φ0.5 時、線路長 200 m (2W)

冷却方式 自然空冷

環境条件 一般的な事務所での使用に耐えられること。

回線種別 実装／現用

アナログ回線 16回線／○回線

多機能電話機 72回線／○回線

A. 外線発信機能

・発サブアドレス通知 ・発信者番号通知 ・空外線自動選択

・索線式外線発信 ・外線グループ補足 ・ワンタッチダイヤル

・追加ダイヤル ・再ダイヤル ・外線発信規制

・特定番号自動折り返し発信

B. 外線応答機能

・NTTダイヤルイン ・ナンバーディスプレイ ・ネームディスプレイ

・iナンバー ・識別着信 ・識別着信拒否

・非通知着信拒否 ・外線着信自動応答 ・話中着信

・着信ランプ色指定 ・着信履歴 ・外線別着信音

・外線名称表示 ・閉番号方式 ・優先着信応答



②多機能電話機（30ボタン） 50台

③停電対応多機能電話機（30ボタン） 6台

④壁掛け多機能電話機（30ボタン） 9台

（②～④の基本仕様及び機能は下記のとおりとする）

○基本仕様

C. 保留・転送機能

・内部保留音 ・外部保留音源接続 ・オンフック自動転送

・保留警報 ・保留再答 ・呼出状態転送（着信音転送）

・保留（個別／共有／パーク／内線グループ）

D. 内線機能

・内線呼出（内線相互接続） ・内線代表呼出 ・リセットコール

・自グループ代理応答 ・他グループ代理応答 ・グループ指定代理応答

・内線ページング ・内線ページング転送 ・信号／音声呼出切替

・外線通話中着信 ・内線番号表示 ・内線名称表示

・オンフックダイヤル ・内線発呼者氏名、番号表示 ・プリセットダイヤル

E. 内蔵ボイスメール機能（標準でボイスメール機能を実装していること）

・応答録音（12ch 1時間対応） ・留守番モニタ ・不在代行

・受話音量アップ機能 ・外線通話者確認

・メッセージ録音通知 ・応答専用（お知らせ） ・無応答代行

・留守番モード自動切替

・手動通話録音 ・自動通話録音 ・着信時通話録音アナウンス

F. 自動音声応答機能

・自動音声応答機能（1VR8階層）

項目 規格・内容

ディスプレイ 液晶あり

可変機能ボタン 30個以上



○機能

スピーカー 短縮（電話帳） 発信

着信ランプ（7色以上）

保留 転送 発信履歴（システムで10,000件）

着信履歴（システムで10,000件） 共通電話帳（システムで10,000件） 特定番号発信規制


